
国勢調査の実施に際して、十分な安全対策を求める意見書

新型コロナウイルス感染症は、社会や経済に甚大な影響を与え、国難

ともいうべき事態をもたらしている。現時点では外出自粛などにより新

規感染者数は大幅に減少したものの、専門家によれば、ワクチンや治療

薬が開発途上の中、秋口から冬場にかけて第２波、第３波の恐れも心配

されている。

このような現状下で国勢調査を実施することには、新型コロナウイル

スの感染を心配し調査に応じない可能性や、調査対象と接触し応対する

業務を担う国勢調査員を十分に確保できないこと、また医療機関や社会

福祉施設に対し、調査への協力を求めることが困難であることなどが懸

念されている。

国勢調査は、国や地方自治体で基礎データとして活用され、また民間

企業や研究機関等でも幅広く活用されており、国内で最も基本的かつ重

要な調査であるため、次の対策を求める。

記

１ 令和２年国勢調査に関しては、新型コロナウイルス対策を徹底したう

えで実施すること。

２ 国勢調査が安全かつ円滑に実施できるようガイドライン等を整備し、

国勢調査の重要性、調査方法の安全性について国民から理解を得られ

るよう、早い段階から、様々な媒体を活用して国民に周知すること。

３ 国勢調査を実施する際には、調査に伴う感染症対策に係る経費につい

ても、全て国が予算措置を行うこと。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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